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２０２３年 宗会（常会）財務長演説（要旨） 

 

２０２３年６月１日 

宗務総長演説の宗務執行の基本方針に基づき、財務の方針について申し上げ

ます。 

まずは、２０２１年度宗派経常費御依頼の収納状況につきまして、ここに改め

てご報告いたします。御依頼総額４６億８，８３４万円に対し、５０億    

２，３１９万７，２１１円、率にして１０７.１％の収納をいただきました。 

また、２０１９年度より始まりました宗祖親鸞聖人御誕生八百五十年・立教開

宗八百年慶讃懇志金につきましては、総御依頼額２９億円に対して、２５億  

２，２４０万１，８８５円、率にして８６.９％の収納をいただいております。 

なお、本年度の経常費御依頼につきましては、御依頼総額４９億８，２３４万

円に対して、２０２３年５月３０日現在での収納額は４９億６，５５９万７４２

円であり、率にして９９.６％の収納、宗祖親鸞聖人御誕生八百五十年・立教開

宗八百年慶讃懇志金につきましては、２９億８，６８２万８，５６４円、率にし

て１０２.９％の収納をいただいております。 

厳しい経済状況に加え新型コロナウイルス感染症の影響も残る中、宗門の活

動に深いご理解をいただき、格別の御懇念を賜り慶讃法要も無事円成いたしま

したこと、厚く御礼申し上げます。 

 

【２０２１年度決算】 

次に、２０２１年度一般会計の決算概況について申し上げます。 

経常部・臨時部合わせた歳入額は７７億３，６５２万円となり、予算に対して

９９.０％の収納率です。２０１９年度から感染症拡大の甚大な影響を受けたこ

とによる収納減が数値として顕著に表れておりましたが、各種冥加金や真宗本

廟、大谷祖廟における読経志や納骨志等の収入は復調傾向にあること、また相続

講金については感染症の影響が深刻化する全国の寺院・教会及び御門徒の経済



2 

 

状況に鑑みた御依頼の減額幅を縮小させましたが、予算を超える収納を賜りま

した。また、平衡資金の融通については、予算化しておりましたが、歳計の状況

により執行いたしませんでした。 

歳入については、２０２０年度に比して、特に増収幅が大きいものとしては、

２０２１年度より渉成園特別会計及び大谷専修学院特別会計の統合もあり、冥

加金が全体で２９.１％の増収、その内、同朋会館冥加金は１３１.１％、斎冥加

金は１１３.３％、研修冥加金は２３.１％の増となっております。相続講金は 

１０．４％増となっております。懇志金全体では４１.８％の増収、その中でも、

納骨志は５９.２％、読経志は３１.９％増となっております。 

一方、歳出につきましては、経常部と臨時部を合わせて７２億２，６５６万円、

予算に対し９２.５％の執行率です。結果として、差引剰余金は５億９９６万円

となり、２０２０年度決算と比較して３億６，６４０万円の増額となっておりま

す。 

 

【２０２３年度予算の概要及び宗祖親鸞聖人御誕生八百五十年・立教開宗八百

年慶讃事業特別会計総計画変更案】 

次に、２０２３年度の予算の概要及び宗祖親鸞聖人御誕生八百五十年・立教開

宗八百年慶讃事業特別会計総計画変更案について申し上げます。 

２０２３年度一般会計の予算総額は、経常部・臨時部合わせて８２億    

９，６２０万円、２０２２年度予算に比して５億８，５２０万円増額して編成い

たしました。歳入については、繰越金が２０２２年度予算に比して増加したこと

と、各種資金からの回付金が増えたことが増額の主な事由であり、新型コロナウ

イルス感染症の影響から復調しつつある実績を踏まえた予算を編成いたしまし

た。 

特に、２０２３年度予算の相続講金については、５,４６６万円の増額をいた

しております。想定する宗派経常費御依頼については、教区改編に伴う人件費等

の経費削減を根拠として、東北教区は６００万円、岐阜高山教区は２００万円、
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九州教区は１，２６６万円の減額措置を引き続いて行うとともに、２０２３年度

から発足する新潟教区に対して４６６万円、富山教区に対して２００万円、小松

大聖寺教区に対して３６６万円の減額措置を講じるものであります。また、  

２０２０年度より教区改編の取り組みを加速させることを目的とした    

５，０００万円の減額措置に変わり、２０２３年度はこれまでの教区改編により

成し遂げられた経費削減をもって、全国への御依頼額より約１億３,５００万円

の減額措置を予定しております。さらに、長期に亘り寺院運営に及ぼしている新

型コロナウイルス感染症の影響に鑑みまして１億円の減額措置を見込んでおり

ます。 

歳出については、今日の著しい物価の上昇のみならず、２０１９年度から４ヵ

年度にわたり設置いたしております慶讃事業特別会計を、当初計画どおり本年

６月末をもって閉鎖することにより一般会計に移管される業務及び各種教化事

業の再開に伴い増額いたしております。 

出版物特別会計については、条例の一部を改正し、同会計が継続的に一般会計

を支える会計であることを明確に位置付けるとともに、この特別会計は東本願

寺出版名による有償刊行物に一元化することから、名称を東本願寺出版特別会

計に改めるものであります。この方針により、これまで一般会計から回付を受け

ていた『真宗』誌・『同朋新聞』・教化冊子『真宗の生活』については、一般会計

内で支弁することとしております。 

次に、慶讃事業特別会計については、新型コロナウイルス感染症の影響により、

当初計画どおりに十分成し得なかった事業があることから、２０２３年度から

３カ年度を目途に一部の慶讃事業の継続及び教区慶讃法要厳修の推進に資する

ため、慶讃事業推進資金に繰り入れる総計画変更案及び２０２２年度補正予算

並びに関係条例の一部改正案を提案いたします。２０２３年度より事業計画を

示しつつ、その経理を一般会計臨時部歳入歳出に予算計上して収支を明確にす

る措置を講じております。慶讃事業に賛同いただき全国よりお寄せいただいた

ご懇念を、次の世代に本願念仏の教えを手渡していくための事業で応えていく
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との趣旨を継承し、更なる教学の振興と教化の推進を図ってまいります。 

  

【門徒戸数調査及び２０２３年度からの御依頼割当基準】 

次に、第４回門徒戸数調査について申し上げます。 

中央門徒戸数調査委員会では調査の意義やその重要性を共有し取り組む姿勢

に温度差が生じないよう、初めて全国規模での教区調査委員会正副委員長の会

議を実施するなど「公平性、公正性、透明性」を確保すべく取り組んでまいりま

した。各教区においては、更なる教区門徒戸数調査委員会と組門徒戸数調査委員

会とが連携を図り、それぞれに様々な工夫を凝らしつつ、未提出寺院の対応及び

届け出数値の点検精査を行い、正確な調査結果が導かれるよう懸命な努力をい

ただいたことであります。関係いただいたすべての方々に深く御礼を申し上げ

ます。 

また、中央門徒戸数調査委員会から提出された報告書には、これまでの調査よ

りも法務の縁の希薄化、寺院と門徒の関係性の断絶が大きな課題として明らか

となったとあります。特に第１回調査からの推移によると大半が減少傾向にあ

り、加えて今回の調査において数値の減少が顕著であった教区では、この５年間

で最大１万１，７００戸余りの法務の縁が途絶える等、教化の衰退が加速度的に

進行しているのではないかとの危機感について報告されています。次年度は中

央門徒戸数調査委員会と連携し、門徒戸数調査が全教区足並みを揃えて実施で

きる環境整備への取り組みと、更なる精度向上に向けた継続点検の推進に資す

るため臨時部に予算を講じております。 

次に、御依頼割当基準の策定について申し上げます。  

宗門における財政の基本精神は、本願念仏の教えに出遇った歓喜と謝念によ

る「一人ひとりの懇志」によって宗門が運営されることであり、そのためには、

公平公正な御依頼割当基準の策定が何よりも重要であります。また、予てより願

われ続けている門徒１指数あたりの御依頼金額の平準化についても、継続して

取り組まなければならないという考えは、現在も揺らぐものではありません。  
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昨年１月、２０２３年度からの御依頼割当基準は、この方針に基づいて第４回

門徒戸数調査結果によって得られた指数のみによって行うことを『真宗』誌にお

いてお示しいたしました。しかし、現下の宗務改革の進捗状況や第４回門徒戸数

調査の現況に鑑みた時、現時点において総御依頼額の全額を門徒指数のみによ

って算出する新御依頼割当基準を適用することは、特に慎重を期すべきである

と判断し、本年３月、改めて御依頼割当基準策定委員会を設置し、去る５月８日

に答申を提出いただきました。 

内局といたしましては、２０２３年度の御依頼割当基準については、当分の間、

従前の基準を踏襲し、しかるべき時期に改めて御依頼割当基準の見直しをはか

るべきであると判断いたしております。 

 

【不動産活用及び高倉幼稚園・高倉会館の将来構想について】 

次に、不動産活用について申し上げます。 

宗派所有不動産つきましては、積極的に活用すべく、時間貸し駐車場などをす

すめてまいり、近年、不動産冥加金は増収傾向にあります。 

ことに、聖護院別邸跡地は、完全なる所有権回復が実現した翌年の２００６年

に宗派所有土地の中でもいち早く賃貸借契約によるコインパーキング用地とし

て活用がなされました。活用当初より将来に向けた有効利用が願われていたこ

とから、２０１５年以降、財産管理審議会において、より安定的で収益性の高い

当地での様々な活用案が検討され、２０２１年度には「三菱地所レジデンス」を

最優先候補業者に選定いただき、２０２２年３月の参与会・常務会の議決を得て、

契約に向けた与条件整理を行うための合意書を締結いたしました。しかしなが

ら、進め方に対するご意見、ご懸念が寄せられたことから、２０２２年度は集中

的に再検証し、その検証を踏まえて財産管理審議会、参与会・常務会の議決を得

て「三菱地所レジデンス」と定期借地権設定契約に向けた基本協定書の締結にい

たりました。 

現在は、基本協定書に基づく埋蔵文化財調査と設定した期間、今回の場合は 
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７３年の終了後に更地として当派へ返す等の要件を付した定期借地権設定契約

の締結に向けた協議を行っております。それらが整いましたら、改めて法規に定

める財産処分の手続き、具体的に申せば、財産管理審議会への諮問、参与会・常

務会への議案上程、公告等を行う予定であります。なお、提示されている締結時

に支払われる前払地代については、まずは全額を保管金として保管したうえで、

毎年、その年割額を宗派会計に収入し、明確に経理できるよう措置を講じてまい

ります。 

次に、２０１８年度に寄付採納を受けた京都市内の旧了徳寺敷地につきまし

ては、引き続き、財産管理審議会において、寄付者の申し出に配慮しつつ、必要

に応じて京都府と協議しながら活用案を検討してまいります。 

また、その他の不動産の今後の活用については、財産管理審議会において課題

整理を行っているところであります。まず、宗派所有不動産の全体像を確認した

うえで、個々の不動産の特性・課題・ニーズを踏まえ、土地の峻別に取り組んで

いくこと、そして具体的な活用方途の協議に際しては、目的、業種、優先度、選

定基準等を段階的に審議していくことが必要であるという点に関しては既に確

認いたしております。引き続き、財産管理審議会において、審議手順も含め、よ

りよい不動産活用の審議の進め方について議論してまいります。 

その他、資金保管規程に則り、効果的な資金保管について財産管理審議会での

慎重な協議を経て、地方債による資金の一部保管に着手しております。 

次に、高倉幼稚園、高倉会館の将来構想について申し上げます。 

それぞれの将来構想の策定に向けて、宗務審議会「真宗本廟を中心としたグロ

ーカルデザインに関する委員会」を２０２２年３月に設置し、２０２２年度は、

より議論を深化すべく高倉幼稚園と高倉会館のそれぞれについて小委員会を設

置し協議を進めてまいりました。特に高倉幼稚園の将来構想策定にあたっては、

京都市内における幼稚園を取り巻く環境、ニーズ等を考慮する必要があること

から、専門家による作業部会での協議を行っております。２０２３年度中に、こ

れらの協議と委員会での審議を受け、方向性を見定めてまいりたいと考えてお
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ります。なお、高倉会館の将来構想に関しては、幼稚園の将来構想策定の推移を

見守りながら検討してまいります。 

 

【境内（飛地境内）の営繕・整備について】 

次に真宗本廟境内、並びに飛地境内地の営繕・整備について申し上げます。 

真宗本廟は、全国の御門徒の尊いご懇念によって再建、護持されてまいりまし

た。その高い建築技術や意匠が評価され、御影堂、阿弥陀堂、御影堂門、阿弥陀

堂門、鐘楼、手水屋形の６棟が、２０１９年に国の重要文化財に指定されており

ます。御影堂、阿弥陀堂、御影堂門は、宗祖親鸞聖人七百五十回御遠忌の特別記

念事業として、私にとって真宗本廟とは何かとの問いに向き合わせていただく、

念仏相続の御仏事として修復が取り組まれました。 

阿弥陀堂門、鐘楼、手水屋形につきましては、２０２１年９月から修理事業に

取り組んでおります。阿弥陀堂門は、昨年１１月に修理が完了いたしましたが、

修理の過程において、屋根裏に『仏説阿弥陀経』が収められていることを発見い

たしました。修理をとおして、阿弥陀堂門が、私たちに仏説阿弥陀経の世界を現

す阿弥陀如来のまします阿弥陀堂への入堂を促す門であったことを感得したこ

とであります。両堂等御修復事業に続く、３棟の修理事業も、先達の願いが込め

られた建物そのものを相続する営みであるとともに、念仏相続の取り組みであ

ります。 

本年７月からは、引き続き、国庫補助を得て鐘楼、手水屋形の修理事業に着手

し、２０２５年３月末の完了を予定しております。これによりまして国の重要文

化財に指定されている境内建物６棟すべての修復が完了することになります。

また、これらの修理事業については、阿弥陀堂門の修復に際して行った寄付勧募

の手法を取り入れながら、宗門内に留まらず、宗門外にも広く発信し寄付を募っ

てまいります。 

一方で、これら以外の境内の諸門や諸殿、現代建造物についても、今後は計画

的に修理を行っていかなければなりません。引き続き財産管理審議会において、
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施設の現状把握と課題の抽出、それに伴う調査研究を行ってまいりたいと考え

ております。 

次に、渉成園の整備事業について申し上げます。 

国指定の名勝・渉成園につきましては、今後の更なる保存活用に資するため、

２０１４年度から国庫補助金を得て保存整備事業を実施してまいりました。 

２０２３年度が最終年度となりますが、整備の過程で見いだされた新たな課題

に対応するため、２年ないし３年の延長を視野に計画の再構築を行いたいと考

えております。 

次に、大谷祖廟総合整備について申し上げます。  

大谷祖廟においては、親鸞聖人の御墓所として歴史と伝統の継承、納骨を縁と

した宗派の開教事業の推進という視点をもって、総合的な整備計画を立案する

ため、２０２２年度は事前調査を行ってまいりました。２年目にあたる２０２３

年度は、この調査で明らかになったことを踏まえ、引き続き調査を実施するとと

もに、加えて、宗務総長の諮問機関として宗務審議会を新たに設置し、総合的整

備の具体的な方針及び計画立案について審議してまいりたいと考えておりま

す。  

これらの飛地境内地を含む真宗本廟の整備をとおして「本廟を基とする教団」

ということを、改めて、宗門人一人ひとりが確かめ直す機縁としてまいりたいと

存じます。 

 

【宗務改革に向けて】 

宗派財政の厳しい状況は相変わらず続いており、加えて急速な物価高騰や円

安、少子高齢化、人口減少などの影響も大きく、宗務当局としてはより一層深刻

な課題となっていると認識しております。そのためには、宗務改革が不可欠であ

り、昨年の８月より協議を進めております行財政改革検討委員会において議論

された内容をもとに、安定した経済基盤の確立に向けた今後の方向性を見定め

ることが急務であります。 
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総長演説にありましたように、まさに足もとを見つめる意味で、まずは宗派の

現在地を確かめ、そこから見えてくる課題を改めて整理しなければならないと

思うところであります。 

そのような観点から財務を預かる立場として、現時点で自らの課題として捉

えている内容を申し述べます。 

  

【① 宗派財政規模の見極めと組織機構の見直し】 

まず適正な宗派財政規模の見極めと組織機構の見直しであります。近年進め

てきた歳出削減についてですが、その余地は少ない状況にあり、宗派の事業内容

を整理しつつ、宗派財政規模の見極めと組織機構の見直しが不可欠であります。

加えて、行財政改革においては、宗派会計のみならず教区会計の規模やあり方等

も十分に考慮した議論が望まれるところであります。 

 

【② 歳入構造の見直し】 

次に、歳入構造の見直しが必要であると考えます。経済状況の厳しさは各寺院

教会においても同様である実情を十分に踏まえた対応も視野に入れなければな

りません。具体的には、宗派の財政規模における相続講金の割合をどの程度に設

定するか、あるいは歳入源の多様化や拡大も視野に入れることも重要でありま

す。中でも資金保管のあり方については、特により効果的な方途を講じる必要が

あると考えます。 

 

【③ 運営業務効率の向上】 

続いて、運営業務効率の向上も重要視すべきと考えます。財政状況の改善には、

予算の適切な管理や経理体制の強化はもとより、効率的な運営方法の導入など

が重要です。具体的には、職員のスキルアップに努めつつ、業務の効率化の観点

から急速に進歩したＩＴやデジタル、そしてＡＩといった技術をどのように効

果的に活用していくか等、業務効率化も検討しなければなりません。 
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【④ 人口減少への対応】 

最後に、人口減少が進む中で、寺院や門徒の減少、寺院の運営上の課題が顕著

になり、このような状況に対応するためには、開教の視点に力を入れ新たな門徒

の拡大や若者層へのアプローチ、地域との連携など、柔軟で創造的な取り組みが

求められます。 

  

宗務改革を断行していくためには、宗派として何を大切にし、何のために、宗

門が存立するかという改革の出発点を確かめることが肝要であり、同時に伝統

や宗教的な価値観を尊重しながら取り組んでいく必要があります。 

宗教離れや寺離れという言葉が示すように、宗門を取り巻く環境は非常に厳

しいとされる一方、本年厳修された慶讃法要には全国から、そして海外からも大

変多くの方々が参拝に来られたこと、さらには厳しい経済状況にありながら毎

年御依頼額を超えるご懇念が寄せられているという心強い現在地があることも

見逃すことはできません。念仏相続の伝統に裏付けされたこの尊い現在地に全

幅の信頼を持ち、いかにすればこの状況を持続ならしめることができるのかと

いうことこそ、宗務改革に取り組むうえで、中心に据え置かなければならない視

点であります。 

宗憲の基本精神に則り、まさに「真宗再興」を期し、法義相続と本廟護持、そ

して大谷派宗門がいのちとする「同朋会運動」の更なる推進に資するための宗務

改革として、引き続き、全宗門的に課題を共有しつつ、迅速かつ慎重に議論を深

めて取り組んでまいる所存であります。 

以 上  


